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 添 付 資 料

企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況

当社グループは、当社と子会社１１５社及び関連会社１３社で構成され、各事業に係る位置づけは次
のとおりです。

（ハム・ソーセージ・加工食品及び食肉の生産・販売事業）
ハム・ソーセージ・加工食品は、当社及び製造委託子会社の静岡日本ハム㈱、長崎日本ハム㈱、日本
ハム食品㈱及び日本ハム惣菜㈱などが製造を行い、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の日本ハ
ム東部直販㈱などを通じて販売しております。また、特定の地域及び市場においては、子会社の東日本
ハム㈱及び関連会社の南日本ハム㈱などによって製造・販売を行っております。
食肉は、子会社の日本スワイン農場㈱、日本ホワイトファーム㈱、Texas Farm，Inc.などが豚・牛及
びブロイラーの生産飼育を行い、子会社の日本フードパッカー㈱、日本ピュアフード㈱などが処理・加
工を行った食肉製品と外部仕入食肉商品を、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の日本フード㈱、
日本フード関西㈱などを通じて販売しております。

（その他事業）
水産物及び乳酸菌飲料などを子会社のマリンフーズ㈱、日本ルナ㈱などで製造・販売しております。
サービス・その他として、子会社の日本ファインフード㈱などによってレストラン事業などを行って
おります。

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。（＊は関連会社）

生産飼育会社
日本ホワイトファーム㈱
日本スワイン農場㈱
Texas Farm ,Inc.
Oakey Holdings Pty. Ltd.
  他１社

ハム・ソ－セ－ジ､加工食品､食肉の販売
日本フード㈱
日本フード中部㈱
日本フード関西㈱
日本ﾊﾑ東部直販㈱
日本ﾊﾑ東京販売㈱ 他２０社

食肉の処理・加工
日本フードパッカー㈱
日本ピュアフード㈱  他８社

ハム・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造
静岡日本ハム㈱
長崎日本ハム㈱
日本ハム食品㈱
日本ハム惣菜㈱ 他７社

食肉の販売
NMP Australia Pty. Ltd.
Day-Lee Foods，Inc. 他８社

食肉の輸入・販売
ジャパンフード㈱

物流などのサービス
日本物流グループ㈱ 他３４社

ハム・ｿｰｾｰｼﾞ､加工食品の製造・販売
東日本ハム㈱ 他　９社
南日本ハム㈱ 他１０社＊
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サービス・その他の会社
日本ﾌｧｲﾝﾌｰﾄﾞ㈱ 他３社
大阪ｻｯｶｰｸﾗﾌﾞ㈱ 他１社＊
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水産物及び乳酸菌飲料などの製造･販売会社
マリンフーズ㈱
日本ルナ㈱ 他２社
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経経経経        営営営営        方方方方        針針針針
１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針１．会社の経営の基本方針

当社は安全で高品質な食品の提供を通してお客様に食の楽しさと健康な食生活をお届けするという企

業メッセージ「幸せな食創り」を提唱しています。

この実現のため、企業理念・経営理念・行動指針からなる Nipponham Identity（ＮＩ）を策定して

おります。

これらは、消費者の皆様には豊かさを、株主の方々には繁栄を、そして社員一人一人には働く喜びを

ともに分かち合っていくことを理想とし、食を取り巻く環境に果敢にチャレンジし続けていくことが経

営の使命であるとしています。

加えて、地球環境への配慮が企業市民としての重要な責務であると考え、事業活動の中で環境問題に

取り組むことを経営として推進してまいります。

２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針２．会社の利益配分に関する基本方針

当社の利益配分の基本方針は、長期的発展の礎となる企業体質強化のための内部留保の充実と、安定

配当を基本として業績に対応した配当を実施してまいりたいと考えております。

内部留保金は、将来にわたっての競争力を維持成長させるための投資資金として有効に活用し、業容

の拡大及び収益の向上を図ることにより株式の価値を高めていきたいと考えております。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、投資家による当社株式の長期安定的な保有の促進が重要と考えますが、株式市場で流動性を

高め個人投資家層の拡大を図ることも、資本政策上の重要課題と認識しております。

今後、株式市場の動向を注視しつつ、業績及び株価等を勘案して、投資単位の引下げについても慎重

に検討してまいる所存であります。

４．会社の経営戦略と対処すべき課題等４．会社の経営戦略と対処すべき課題等４．会社の経営戦略と対処すべき課題等４．会社の経営戦略と対処すべき課題等

当社を取り巻く経営環境は今後も厳しく、その変化のスピードは加速し、先行きはますます不透明な

ことが予測されます。こうした環境にあっても、当社は、目標を明確化し、市場環境の変化を絶えず的

確に認識しつつ、アグレッシブに市場の創造と拡大に挑戦し、全部門がそれぞれ責任を持って目標を達

成することにより、企業理念の実現を図っていく所存であります。

当社は、現在１２８社の関係会社を有し、国内外の川上（飼育）から川下（販売）までの一貫体制と

幅広い食の領域をカバーしておりますが、それぞれが責任を明確にして収益を上げることはもとより、

それらを商流、物流、情報で有効に繋ぎ、相乗効果のあるバリューチェーンを目指してまいります。

さらには、グループの好感度、社会認知の向上を図ります。これからは提供する商品やサービスだけ

で購買を判断される時代ではなく、その提供者の顔や姿勢が問われることと思います。そのためにも企

業としての社会ルールや法令の遵守はもとより、食品企業として、安全・安心のための品質保証は当然

の責務として徹底するとともに、「食とスポーツ」を通して心と体の健康づくりのサポートや環境問題

にも積極的に取り組んでまいります。

また、厳しい環境下では独自性・独創性が競争優位性に繋がることと考え、インテグレーション・シ

ステムだけでなく、コーポレートブランドの価値向上や当社独自のビジネスモデルの構築にも努めます。

これらの活動を通して長期的視点で企業価値向上に取り組み、売上の拡大と収益の確保を図ってまい

ります。

５．会社の経営管理組織の整備などに関する施策５．会社の経営管理組織の整備などに関する施策５．会社の経営管理組織の整備などに関する施策５．会社の経営管理組織の整備などに関する施策

当社は、経営上の重要な事項は経営会議等で十分に検討の後、取締役会にて審議しております。また、

代表取締役と監査役との間で定例会議を開催して経営に関する意見・情報交換を図っております。
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経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態
１．経営成績１．経営成績１．経営成績１．経営成績

（１）当　　期（１）当　　期（１）当　　期（１）当　　期

業績全般の概況業績全般の概況業績全般の概況業績全般の概況

当社を取り巻く市場環境は、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）問題や偽装表示問題があり、消費者の不安

感、不信感が大きく消費に影響を与えました。加えて豚肉のセーフガードの発動や鶏肉の中国・米

国からの一時輸入禁止などもあり、原料事情も大変厳しい状況にありました。また、流通企業の破

綻も多く、影響も少なくありませんでした。

このような未曾有の厳しい逆風の中、当社は、「日本ハムらしさ」である前向きな姿勢で海外や

異業種を含めた熾烈な競争や市場環境の変化への対応に取り組んでまいりました。

まず、企業構造面においては市場を細分化して、その市場の特性、規模に合わせた組織単位でき

め細かくスピーディーに対応し、その上で総合力や大手としての信用力を組み合わせていくグルー

プ戦略が重要と考え、関係会社化を含めて市場、得意先に合わせた組織の再編や専門化・専任化を

図りました。

また、独自性のない商品は価格下落を免れないとの認識から、オリジナリティーを持った新商品

を開発して、最初に市場に送り出す戦略を展開するとともに、店頭活性化の提案やメニュー提案な

どの提案営業を強化することにより競争優位性の確立に努めました。

さらに食品の安全・安心へのニーズの高まりに対しては、過去から培ってきた信用に安住するこ

となく、常に品質管理や衛生管理向上に努めるとともに、当社独自のインテグレーションシステム

を最大限に生かし、原料の飼育・処理段階からの一貫した品質管理体制の充実を図りました。

なお、企業に対する社会からの信頼が揺らいだ世間の様々な事件に関しても、他山の石と捉え、

事業活動や個人行動に対して遵法精神の徹底を図りました。

このような企業活動の結果、当期の売上高は、価格下落やＢＳＥ問題の影響もありましたが、前

期比３.８％増の９４５,０９９百万円となりました。

  利益につきましては、原料の高騰や価格下落、ＢＳＥの影響をうけ、また、前期は退職給付目的

信託への拠出益を計上したこともあり、税引前利益は前期比２９.５％減の３０,７８６百万円、当

期純利益は前期比３０.８％減の１７,７３３百万円となりました。



－4－

  次に製品区分別の状況は、

ハム・ソーセージ

  主力商品の「シャウエッセン」、「森の薫り」は新鮮度管理システムの導入等による一層の品質の
向上や販売促進の強化、さらには食への不信感が高まる中で「信頼」に繋がるブランド効果もあり、
大幅に伸長しました。これらブランド商品を中心に全体の数量は順調に推移しましたが、ＢＳＥの
影響による年末ギフト商品の不振や業務用商品の価格の下落により、売上高は前期比１.６％減の
１４３,８８１百万円となりました。

加工食品

  主力商品の「中華名菜」、「天津閣」や「アジア食彩館」はアイテム強化やコーナー展開などの販
売促進強化、ＰＲ効果などもあり、順調に推移しました。また、「手ごねハンバーグ」や「スコッ
チエッグ」などのハンバーグ・ミートボール群は、ＢＳＥの影響はありましたが、全体の売上増加
に貢献しました。これらに加え「美味健康」の新ブランド「洋食名菜」や新カテゴリーを開拓する
ピザなども伸長しました結果、売上高は前期比５.５％増の１９７,９５５百万円となりました。

食肉ほか

  国内において、牛肉は上期に外食需要の伸びもあり順調に推移しましたが、下期はＢＳＥの影響
で売行きが落ち込み苦戦しました。その一方、牛肉の代替需要により、豚肉・鶏肉は各チャネルよ
り引き合いも強く、価格も高値で推移しました。また、海外は総じて順調に売上を伸ばしました。
当期は、当部門にとって多難の年でしたが、全畜種を扱っている総合力とインテグレーション・シ
ステムを行っている信頼感、全国に網羅された販売力でカバーすることができました。その結果、
売上高は前期比４.６％増の６０３,２６３百万円となりました。

連結売上高内訳
１４年３月期 １３年３月期 対前期

区    分 （13.4.1～14.3.31） （12.4.1～13.3.31） 増減率
金   額    構 成 比    金   額    構 成 比    

百万円           ％ 百万円           ％          ％

ハム・ソーセージ    143,881      15.2    146,171      16.1 △  1.6
加 工 食 品           197,955      20.9    187,550      20.6     5.5
食 肉 ほ か           603,263      63.9    576,913      63.3     4.6

計    945,099     100.0    910,634     100.0     3.8

事業の種類別セグメントの概況事業の種類別セグメントの概況事業の種類別セグメントの概況事業の種類別セグメントの概況

当社グループの事業は、主として食肉関連のハム・ソーセージ、加工食品及び食肉の生産販売を

行っており、その他に区分される事業に重要性がないため事業の種類別セグメント情報は作成して

おりません。

所在地別セグメントの概況所在地別セグメントの概況所在地別セグメントの概況所在地別セグメントの概況

① 日    本

日本での売上高は、価格下落やＢＳＥの影響もありましたが、加工食品や食肉の豚・鶏肉が増加

したこともあり、前期比２.１％増の８５６,５９３百万円となりました。営業利益は、ハム・ソー

セージにおける販売価格の低下と原料高の影響を受け前期比９.３％減の３４,３７８百万円となり

ました。

② その他の地域

海外では、米国を中心に売上高は前期比１５.７％増の１５２,３７６百万円と順調に伸びました

が、営業利益は前期比１６.３％減の３,９７７百万円となりました。
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（２）次期の見通し（２）次期の見通し（２）次期の見通し（２）次期の見通し

業績全般の見通し業績全般の見通し業績全般の見通し業績全般の見通し

次期におきましても、景気の先行きは不透明なことが予想され、さらに当業界では偽装表示問題

等により、消費者の信頼を著しく損なったため、消費に大きな影響を与えるなど、厳しい経営環境

と認識しております。

このような中、当社は厳しい環境こそチャンスと前向きに受け止め、きめ細かい販路・経路政策

の推進による深耕販売と業務領域の拡大、新しいカテゴリーの商品開発や提案営業の一層の強化、

製造から物流・販売に至るあらゆるコスト見直しを図ってまいります。

次期の業績は、売上高は９,８５０億円（前期比４.２％増）を見込んでおります。

  製品区分別には、ハム・ソーセージでは、主力商品の「シャウエッセン」、「森の薫り」や新商品

の「しっとり美味」、「洋食キッチンシリーズ」などのブランド商品を中心にきめ細かな経路政策を

実施し、消費者の視点に立った販売提案等によりシェアアップを図ります。また、ギフト商品の拡

販にも注力してまいります。これらにより、売上高は１,４８０億円（前期比２.９％増）を見込ん

でおります。

加工食品では、人気ブランドの「中華名菜」、「天津閣」や新商品の「洋食名菜」などのシリーズ

はバリエーションを強化し、これら多彩な美味健康ブランドの商品がコーナー展開するフードブテ

ィックモール提案ともあいまって一段と売上増強を図ります。これらにより売上高は２,０８０億

円（前期比５.１％増）を見込んでおります。

食肉ほかでは、国内外の生産・物流拠点を強化拡充することによりインテグレーションの強みを

アピールし、「大麦牛」、「とうもろこし豚」や「知床どり」など安全・安心を打ち出したブランド

化戦略により他社との差別化を行い、一層のシェアアップを図ります。これらにより、売上高は６,

２９０億円（前期比４.３％増）を見込んでおります。

利益につきましては、税引前利益は３３０億円（前期比７.２％増）、当期純利益は１９０億円（前

期比７.１％増）を見込んでおります。

（３）利益配（３）利益配（３）利益配（３）利益配分に関する見通し分に関する見通し分に関する見通し分に関する見通し

当期の配当金につきましては、安定配当を実施するという基本方針に基づき、１株につき普通配

当１６円を予定しております。

２．財政状態２．財政状態２．財政状態２．財政状態

当期の純キャッシュは、１３,７８１百万円減少し、前期に比べ８,３０７百万円減少しました。

その結果、当期末の現金及び預金残高は５３,０５５百万円となりました。各キャッシュフローの

状況と要因は次の通りです。
（単位：百万円）

区        分 １４年３月期 １３年３月期 増減
営業活動からのキャッシュフロー ３９,６３３ ３６,８８８ ２,７４５
投資活動からのキャッシュフロー △３４,１６１ △２５,９２２ △　８,２３９
財務活動からのキャッシュフロー △１９,２５３ △１６,４４０ △　２,８１３

純 キ ャ ッ シ ュ 減          △１３,７８１ △　５,４７４ △　８,３０７
期 末 現 金 及 び 預 金 残 高 ５３,０５５ ６６,８３６  △１３,７８１
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営業活動からのキャッシュフローは、当期純利益１７,７３３百万円及び減価償却費２４,３４７

百万円などにより、３９,６３３百万円のキャッシュ増加となりました。前期との比較では、前期

は当期純利益が２５,６０９百万円あったものの、キャッシュフローを伴わない退職給付目的信託

への株式拠出益（１２,５５６百万円）が含まれていたこともあり、前期に比べ２,７４５百万円の

増加となりました。

投資活動からのキャッシュフローは、主として設備投資の増加により、前期に比べ８,２３９百

万円減少しました。

財務活動からのキャッシュフローは、長期借入金の約定弁済の増加があったことなどにより、前

期に比べ２,８１３百万円減少しました。

次期のキャッシュフローにつきましては、営業活動からのキャッシュフローは増益計画分が当期

より増加するものと予想しております。投資活動によるキャッシュフローは設備投資を当期と同程

度の３７０億円と計画しているため、当期と同程度減少するものと予想しております。財務活動か

らのキャッシュフローは当期と同程度減少するものと予想しております。これらにより期末現金及

び預金残高は当期より若干増加するものと予想しております。
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連連連連    結結結結    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表
（単位：百万円）

科        目 １４年３月期
(平成14年3月31日現在)

１３年３月期
(平成13年3月31日現在)

増     減

（ 資 産 の 部 ）            
流 動 資 産          
現 金 及 び 預 金               ５３,０５５ ６６,８３６ △１３,７８１
定 期 預 金               ２３,２８０ １９,５１５ ３,７６５
有 価 証 券               ６,６１５ ８,１８８ △ １,５７３
受 取 手 形 及 び 売 掛 金               １０５,６８５ １０８,０７９ △ ２,３９４
貸 倒 引 当 金               △ １,９７８ △ ２,０５３ ７５
棚 卸 資 産               ９３,４２９ ８４,２８４ ９,１４５
繰 延 税 金               ６,７５３ ４,７８４ １,９６９
そ の 他 の 流 動 資 産               １３,１９８ １１,５５２ １,６４６

流 動 資 産 合 計            ３００,０３７ ３０１,１８５ △ １,１４８
投資及び 長期債権          
関連会社に対する投資及び貸付金               ３,３９５ ３,６３６ △ ２４１
そ の 他 の 投 資 有 価 証 券               ２１,２５０ ２２,２４５ △ ９９５
そ の 他 の 投 資               １６,５４３ １６,０９９ ４４４

投資及び長期債権合計            ４１,１８８ ４１,９８０ △ ７９２

有形固定資産（減価償却累計額控除後）              ２６２,０１９ ２４３,３３３ １８,６８６

長 期 繰 延 税 金              １４,１０４ ８,０６６ ６,０３８

そ の 他 の 資 産              ６,１６０ ７,２５７ △ １,０９７

資 産 合 計            ６２３,５０８ ６０１,８２１ ２１,６８７
（負債及び資本の部）            

 流 動 負 債          
短 期 借 入 金               ９９,１４６ １０６,４３５ △ ７,２８９
一年内に期限の到来する長期債務               １０,５７２ １０,６３９ △ ６７
支 払 手 形 及 び 買 掛 金               ９１,５６９ ８９,３２２ ２,２４７
未 払 法 人 税 等               １１,６０４ ７,２８７ ４,３１７
繰 延 税 金               ２１３ １０ ２０３
未 払 費 用               １３,４５７ １３,０５４ ４０３
そ の 他 の 流 動 負 債               ９,０７３ １０,２８８ △ １,２１５

流 動 負 債 合 計            ２３５,６３４ ２３７,０３５ △ １,４０１

退 職 金 及 び 年 金 債 務              ３５,９２１ ２４,６１８ １１,３０３
長期債務（一年内に期限到来分を除く） ９０,４５５ ９０,８２０ △ ３６５

長 期 繰 延 税 金              １,１４２ １,０６８ ７４

少 数 株 主 持 分              ２,５８０ ２,３１５ ２６５

資 本          
資 本 金               ２４,１６６ ２４,１６６ －
資 本 準 備 金               ５０,４３８ ５０,４３８ －
利 益 剰 余 金               

    利 益 準 備 金              ６,５２２ ６,４７６ ４６
    そ の 他 の 利 益 剰 余 金              １９０,５３４ １７６,５０３ １４,０３１
その他の包括利益(△損失)累計額 △  １３,８７５ △  １１,６１８ △ ２,２５７
自 己 株 式               △  　　 　　９ － △ ９

資 本 合 計            ２５７,７７６ ２４５,９６５ １１,８１１

負 債 及 び 資 本 合 計            ６２３,５０８ ６０１,８２１ ２１,６８７
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連連連連    結結結結    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書
（単位：百万円）

科        目
１４年３月期

自 平成 13 年 4月 1 日
至 平成 14 年 3月 31 日

１３年３月期
自 平成 12 年 4月 1 日
至 平成 13 年 3月 31 日

増     減

 収 益        

売 上 高               ９４５,０９９ ９１０,６３４ ３４,４６５

退職給付目的信託への株式拠出益 － １２,５５６ △ １２,５５６

そ の 他               ３,６６９ １,８８７ １,７８２

　　 収 益 合 計             ９４８,７６８ ９２５,０７７ ２３,６９１

 原 価 及 び 費 用        

売 上 原 価              ７３８,３４０ ６９９,０７７ ３９,２６３

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費              １６８,３８５ １６８,９４２ △ ５５７

支 払 利 息              ３,１１０ ３,５１４ △ ４０４

そ の 他              ８,１４７ ９,８８０ △ １,７３３

　　 原 価 及 び 費 用 合 計             ９１７,９８２ ８８１,４１３ ３６,５６９

 法人税等及び持分法による
            投資損益前当期利益

３０,７８６ ４３,６６４ △ １２,８７８

 法 人 税 等        

当 期 税 金              １６,８９２ １２,４５９ ４,４３３

繰 延 税 金              △ ４,１４３ ５,８０９ △ ９,９５２

法 人 税 等 合 計             １２,７４９ １８,２６８ △ ５,５１９

 持分法による投資損益前当期利益                １８,０３７ ２５,３９６ △ ７,３５９

 持分法による投資損益(法人税等控除後) △ ３０４ ２１３ △ ５１７

当 期 純 利 益              １７,７３３ ２５,６０９ △ ７,８７６
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連連連連    結結結結    資資資資    本本本本    勘勘勘勘    定定定定    増増増増    減減減減    表表表表
（単位：百万円）

科        目
１４年３月期

自 平成 13 年 4月 1 日
至 平成 14 年 3月 31 日

１３年３月期
自 平成 12 年 4月 1 日
至 平成 13 年 3月 31 日

増     減

 資 本 金            

期 首 残 高             ２４,１６６ ２４,１６６ －

期 末 残 高             ２４,１６６ ２４,１６６ －

 資 本 準 備 金            

期 首 残 高             ５０,４３８ ５０,４３８ －

期 末 残 高             ５０,４３８ ５０,４３８ －

 利 益 準 備 金            

期 首 残 高             
その他の利益剰余金からの振替額             

６,４７６
４６

６,４４４
３２

３２
１４

期 末 残 高             ６,５２２ ６,４７６ ４６

 そ の 他 の 利 益 剰 余 金            
期 首 残 高             
当 期 純 利 益             
現 金 配 当 支 払 額             
利 益 準 備 金 へ の 振 替 額             

１７６,５０３
１７,７３３

△     ３,６５５
△          ４７

１５４,５８０
２５,６０９

△     ３,６５５
△          ３１

２１,９２３
△ ７,８７６

－
△ １６

期 末 残 高             １９０,５３４ １７６,５０３ １４,０３１

 その他の包括利益（△損失）累計額
  売却可能有価証券未実現評価損益

期 首 残 高             
当 期 変 動 額             

△     １,４５１
１,６５５

９,６６６
△   １１,１１７

△１１,１１７
１２,７７２

期 末 残 高             ２０４ △     １,４５１ １,６５５

  デリバティブ未実現評価損益               
期 首 残 高             
当 期 変 動 額             

－
２４

－
－

－
２４

期 末 残 高             ２４ － ２４

  年 金 債 務 調 整 勘 定               
期 首 残 高             
当 期 変 動 額             

△     ８,７９３
△     ６,６６７

△     ４,９４１
△     ３,８５２

△ ３,８５２
△ ２,８１５

期 末 残 高             △   １５,４６０ △     ８,７９３ △ ６,６６７

  外 貨 換 算 調 整 勘 定               
期 首 残 高             
当 期 変 動 額             

△     １,３７４
２,７３１

△     ３,２７０
１,８９６

１,８９６
８３５

期 末 残 高             １,３５７ △     １,３７４ ２,７３１

その他の包括利益(△損失)累計額期末残高 △   １３,８７５ △   １１,６１８ △ ２,２５７

  自 己 株 式              
期 首 残 高             
当 期 変 動 額             

－
△          　９

－
－

－
△ ９

期 末 残 高             △          　９ － △ ９

資    本   合    計 ２５７,７７６ ２４５,９６５ １１,８１１
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連連連連    結結結結    キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー    計計計計    算算算算    書書書書
（単位：百万円）

項        目
１４年３月期

自 平成 13 年 4月 1 日
至 平成 14 年 3月 31 日

１３年３月期
自 平成 12 年 4月 1 日
至 平成 13 年 3月 31 日

 営業活動からのキャッシュ・フロー：                 

   当 期 純 利 益            １７,７３３ ２５,６０９

   調 整 項 目            ：

     減 価 償 却 費             ２４,３４７ ２３,７３４

     退職給付目的信託への株式拠出益 － △１２,５５６

     繰 延 税 金              △  ４,１４３ ５,８０９

     受取手形及び売掛金の (△増)減 ３,２５７ △１４,５３４

     棚 卸 資 産 の 増              △  ７,５０３ △  ９,４０４

     支 払 手 形 及 び 買 掛金の 増              １,７７７ １０,０５２

     未 払 法 人 税 等 の 増            (△減) ４,３１４ △  ３,０４７

     そ の 他 ― 純 額              △  　 １４９ １１,２２５

営業活動からの純キャッシュ増 ３９,６３３ ３６,８８８

 投資活動からのキャッシュ・フロー：

   有 形 固 定 資 産 の 取 得               △３８,６３２ △２６,６１７

   有 形 固 定 資 産 の 売 却               ８,５４４ ９２１

   定 期 預 金 の 増               △  ３,３６２ △  ５,７０７

   有価証券及びその他の投資有価証券の取得                     △  ６,４４７ △１０,９３９

   有価証券及びその他の投資有価証券の売却                     ７,２１２ １７,８７４

   そ の 他 の 投 資 の 増               △  　 ３１３ △     ３０１

   そ の 他 ― 純 額               △  １,１６３ △  １,１５３

投資活動からの純キャッシュ減 △３４,１６１ △２５,９２２

 財務活動からのキャッシュ・フロー：                 

   現 金 配 当               △  ３,６５５ △  ３,６５５

   短 期 借 入 金 の 減               △１０,５７１ △１６,３３０

   長 期 債 務 の 借 入               ６,８３４ １０,３７８

   長 期 債 務 の 返 済               △１１,８５２ △  ６,８３３

   そ の 他               △  　　 　９ －

財務活動からの純キャッシュ減 △１９,２５３ △１６,４４０

純 キ ャ ッ シ ュ 減               △１３,７８１ △  ５,４７４

期 首 現 金 及 び 預 金 残 高               ６６,８３６ ７２,３１０

期 末 現 金 及 び 預 金 残 高               ５３,０５５ ６６,８３６

 補足情報：

   年間キャッシュ支払額

      支 払 利 息            ３,１４９ ３,６５０

      法 人 税 等            １２,５７６ １５,５３６

 キャッシュ・フローを伴わない投資活動及び財務活動

退職給付目的信託への株式拠出額 － １８,４２６

キャピタルリース債務発生額               ４,２９６ －
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連結財務諸表作成の基本となる事項連結財務諸表作成の基本となる事項連結財務諸表作成の基本となる事項連結財務諸表作成の基本となる事項

１１１１....連連連連    結結結結    範範範範    囲囲囲囲

（１）連結子会社数 １１５社

（２）非連結子会社   無

（３）主要会社名

Texas Farm, Inc.、Nippon Meat Packers Australia Pty. Ltd.、

日本ホワイトファーム㈱、日本スワイン農場㈱、

マリンフーズ㈱、静岡日本ハム㈱、日本フード㈱

（４）異動状況

（新規）   １０社 日本テクノアーク㈱ほか　９社（設立）

（除外）   １０社 日本ハム北海道販売㈱ほか９社（解散及び合併）

２２２２....連結子会社の事業年度などに関する事項連結子会社の事業年度などに関する事項連結子会社の事業年度などに関する事項連結子会社の事業年度などに関する事項

連結子会社のうち、５社の決算日は１２月３１日です。連結財務諸表の作成にあたっては当

該各社の事業年度に係る財務諸表を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な取

引については連結上必要な調整を行っております。

３３３３....持分法の適用に関する事項持分法の適用に関する事項持分法の適用に関する事項持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用会社数  １３社

（２）主要会社名

南日本ハム㈱

（３）異動状況

（新規）   無

（除外）   無

（４）事業年度

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年

度に係る財務諸表を使用しております。

４４４４....主要な会計方針の要約主要な会計方針の要約主要な会計方針の要約主要な会計方針の要約

（１）有価証券

　米国財務会計基準書第１１５号を適用しており、売却可能有価証券は公正価値で評価

するとともに未実現保有損益は税効果控除後の金額を資本の内訳項目として独立掲記し、

満期保有目的有価証券は償却原価で評価しております。また、その他の有価証券は、取

得原価又は評価減後の価額で表示しております。

（２）棚卸資産

　棚卸資産は、平均法による原価又は時価のいずれか低い価額で表示しております。時

価は正味実現可能価額によっております。

（３）減価償却

　有形固定資産は取得原価で計上しており、減価償却は主として定率法によっておりま

す。
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（４）退職金及び年金債務

　退職金及び年金制度に対して、米国財務会計基準書第８７号「雇用主の年金会計」を

適用しております。

（５）法人税等

　米国財務会計基準書第１０９号を適用しており、繰延税金資産及び負債は、期末日現

在の実効税率を使用して、会計上と税務上との間の資産及び負債の一時的差異をもとに

計算しております。

（６）金融派生商品

　当期より、米国財務会計基準書第１３３号及び第１３８号「金融派生商品とヘッジ活動

の会計処理」を適用しており、すべての金融派生商品は公正価値で資産または負債として

貸借対照表に計上しております。

（７）販売促進費

　当期より、米国発生問題専門委員会（ＥＩＴＦ）基準書第００－１４号「特定の販売促

進費に関する会計」及び同基準書第００－２５号「供給者の製品の購入または販売促進に

関連して供給者から小売業者に供与される報酬に関する会計」を適用しております。

　これらのＥＩＴＦ基準書適用の結果、従来に比べ「売上高」及び「販売費及び一般管理

費」はそれぞれ８,５３３百万円減少しておりますが、純利益への影響はありません。

５５５５....１株当たり当期純利益の計算内容１株当たり当期純利益の計算内容１株当たり当期純利益の計算内容１株当たり当期純利益の計算内容

項             目
１４年３月期

自 平成 13 年 4 月 1 日
至 平成 14 年 3 月 31 日

１３年３月期
自 平成 12 年 4 月 1 日
至 平成 13 年 3 月 31 日

百万円 百万円
純 利 益（分子）：
　当 期 純 利 益            １７,７３３ ２５,６０９
　転 換 社 債 の 影 響            ９９ ９９
　転換を加味した当期純利益 １７,８３２ ２５,７０８

千株 千株
株 式 数（分母）
　基本的1株当たり純利益算定              
　の た め の 加 重 平均株 式数              

２２８,４４２ ２２８,４４５

　転 換 社 債 の 希 薄化の 影響              ４,９９２ ４,９９２

　希薄化の１株当たり純利益算定
　の た め の 平 均 株 式 数              

２３３,４３４ ２３３,４３７
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セセセセ    ググググ    メメメメ    ンンンン    トトトト    情情情情    報報報報

１１１１....事業の種類別セグメント情報事業の種類別セグメント情報事業の種類別セグメント情報事業の種類別セグメント情報

当社グループの事業は、主として食肉関連のハム・ソーセージ、加工食品及び食肉の生産販

売を行っており、当該事業の全セグメントに占める売上高の合計及び営業利益の合計額に占め

る割合が９０％を超えているため、１３年３月期及び１４年３月期とも事業の種類別セグメン

ト情報は作成しておりません。

２２２２....所在地別セグメント情報所在地別セグメント情報所在地別セグメント情報所在地別セグメント情報

１４年３月期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 　　　（単位：百万円）

科           目 日 本    
その他の
地 域    

計
消 去    
又は全社

連 結    

     売 上 高       
   (1) 外部顧客に対する売上高            856,089 89,010 945,099      - 945,099
   (2) セグメント間の内部売上高            504 63,366 63,870  (63,870)      -
               計 856,593 152,376 1,008,969  (63,870) 945,099
     営 業 費 用       822,215 148,399 970,614  (63,889) 906,725
     営 業 利 益       34,378 3,977 38,355 19 38,374
     資 産       518,321 60,570 578,891 44,617 623,508
（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高及び資産の金額とも全セグメントの売上高及び資産の金額の合計額の１０％未満である
ため、その他の地域に一括して表示しております。

２.その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。
３.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 48,068 百万円であり、その主な
ものは親会社の定期預金、有価証券及び投資有価証券等であります。

１３年３月期（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （単位：百万円）

科           目 日 本    
その他の
地 域    

計
消 去    
又は全社

連 結    

     売 上 高       
   (1) 外部顧客に対する売上高            838,748 71,886 910,634      - 910,634
   (2) セグメント間の内部売上高            457 59,858 60,315  (60,315)      -
               計 839,205 131,744 970,949  (60,315) 910,634
     営 業 費 用       801,310 126,995 928,305  (60,286) 868,019
     営 業 利 益       37,895 4,749 42,644  (    29) 42,615
     資 産       507,260 50,574 557,834 43,987 601,821
（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっておりますが、日本以外のいずれの国又は地域の

売上高及び資産の金額とも全セグメントの売上高及び資産の金額の合計額の１０％未満である
ため、その他の地域に一括して表示しております。

２.その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイであります。
３.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 46,209 百万円であり、その主な
ものは親会社の定期預金、有価証券及び投資有価証券等であります。

３３３３....海海海海    外外外外    売売売売    上上上上    高高高高

　海外売上高は１３年３月期及び１４年３月期とも連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略

しております。
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有有有有    価価価価    証証証証    券券券券    のののの    時時時時    価価価価    等等等等

売却可能有価証券については、米国会計基準に基づき、公正価値をもって貸借対照表に計上して

おります。

平成１４年３月期（平成１４年３月３１日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           
   持 分 証 券       
   負 債 証 券       

満期保有目的有価証券           

１３,１９７
８,０９８

３,７５３

２,３７８
５８

０

△１,３５２
△ 　７３３

△ 　　　２

１４,２２３
７,４２３

３,７５１

合      計 ２５,０４８ ２,４３６ △２,０８７ ２５,３９７

平成１３年３月期（平成１３年３月３１日現在） （単位：百万円）

区       分 取得原価 未実現利益 未実現損失 公正価値

売 却 可 能 有 価 証 券           
   持 分 証 券       
   負 債 証 券       

満期保有目的有価証券           

１７,４６７
６,９３４

６,４６８

２,４６８
４８

－

△３,９５６
△１,０６２

０

１５,９７９
５,９２０

６,４６８

合      計 ３０,８６９ ２,５１６ △５,０１８ ２８,３６７


